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 １. はじめに

　本学では，平成 21年度より食物栄養学科と保
育学科の二学科体制に移行したことから，両学科
間の連絡を円滑に行い，横断的な立場からの意
見交換とその連携のための組織として，学科連携
推進委員会が同年秋に新設された。委員長は両学
科長が１年ごとの持ち回りにて務めることとされ
た。本委員会の趣旨は次の通りである。1. 両学
科間の日常的コミュニケーションを活性化し，二
学科体制における大学運営を潤滑にする。2. 二
学科間の共同研究など，本学の特色を活かした教
育・研究を地域に発信する。3. 常にイノベーショ
ンする活気ある大学であり続けるために，若い先
生方の提言を汲み上げる。つまり，本委員会の所
管事項は，研究，教育，広報，事業と幅広く，本
学の特色を活かした新しい取組みを生み出す原動
力となることが期待されている。初めての会議に
おいて，本委員会の最初の活動は，農林水産省が
定めている食育月間（6月）に地域の方々を対象
とした食育講座を本学で開催するための企画及び
運営とされた。本資料では，本学で開催した第 1
回から第 8回までの地域貢献としての食育講座
内容とその取組み，アンケート結果等について示
す。また，最近の多職種連携の客観的な評価尺度
に関する研究報告を元に，本学における学科連携
の現状を自己評価し，今後の連携の在り方を模索
することを目的とする。

 ２．方法

　本学で開催した食育講座は，すべて公益社団法
人　日本フードスペシャリスト協会（以下，協会）
の啓発活動助成事業である「食に関する一般向け

啓発事業」の助成を受けて開催した。そのため，
実施した食育講座に関する報告内容は，全て協会
のホームページ 1) より閲覧が可能であり，本学
の実施記録と合わせて，各回の講座内容とその取
り組みを整理した。
　学科連携の現状を評価する方法については，は
じめに日本における多職種連携を測定する尺度に
関する文献レビュー 2,3) を元に連携尺度を評価す
るためのキーワードを選抜し，評価表を作成した。
次に学科連携委員会の活動状況と評価表の内容を
照らし合わせ，自己評価を実施して学科連携に関
する現状と今後の在り方について考察した。

 ３．結果および考察

　本学で開催した第 1回から第 8回までの食育
講座の実施内容について，表 1に示した。第 1
回から第 6回までの食育講座は，食育月間であ
る 6月に親子を対象に開催した。講義と調理実
習を組み合わせた内容とし，調理実習では，主に
盛り付け作業のみを親子で実施した。盛り付け作
業までの工程は，保護者が調理室で本学教職員と
ともに調理し，子供達は調理室の向かいにある食
堂にて，食物栄養学科と保育学科の学生ボラン
ティアが主体となって考えた栄養に関する歌や手
遊び，クイズなどを体験した。その後，子供達が
調理室に移動し，親子で盛り付けして料理を完成
させ，そのまま調理室内で試食した。料理内容と
作業工程は，なるべく北海道産食材を用い，講座
参加者が初めて使用する調理環境で限られた時間
内に料理を完成できるように工夫したため，食物
栄養学科教職員は多くの時間と労力を講座準備に
費やした。さらに，地域の親子参加者を募集する
ため，主催者である本学から近隣の小学校等への
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応募者依頼を行う必要があったが，6月の食育講
座実施は新年度となってから間もない時期のた
め，人事異動等の理由から双方で募集に関する混
乱が発生し，年度ごとの参加親子数にばらつきが
生じていた。そこで，ひとつめの改善策として当
日の準備時間を確保するため，第 5回および第 6
回は，開催時間を午後とし，おやつ作りの調理実
習に変更した。
　食育月間が 6月に定められた理由は，食育基
本法が成立した月が 6月であったことと，イベ
ント等を開催するのにあたって，進学や就職，転
勤等の影響が少ない月であることが挙げられてい
る。また，毎月 19日が食育の日とされているの
は，食育の「育（いく）」が「19」という数字を
連想させること等が，その理由とされている。平
成28年は，6月19日が日曜日であったことから，
函館市では，「はこだてげんきなこ食育フェスティ
バル」を開催し，本学の教職員及び学生ボランティ
アも多く参加した。そのため，本学では食育講座
の企画段階から，平成 28 年度は，6月に開催す
ることが困難であると判断し，第 7回は 9月に
食育講座を開催することとし，翌年の第 8回も
学事日程上，開催時期が適切であるとの判断から
9月の開催とした。合わせて，食育はすべての年
代に必要なものであることから，大人を対象とし
た食育講座として，講座内容も大きく見直した。
特に，本学所在地である高丘町会の町会長より，
健康の維持・増進に資する研究実施と研究成果を
公開講座などの機会を通じて地域住民に知らせて
ほしいとの要望書が本学に出されたことも，地域
の大人を対象とする食育講座に変更したことの理
由のひとつとなった。対象者を変更したことで，
参加者募集に係る作業負担及び混乱が軽減され
た。また，調理実習を実施しないことで，食物栄
養学科教職員の講座準備に要する時間と労力を大
幅に削減することができた。調理実習に代わるも
のとして，第 7回はフィットネスセンターを使
用した運動を，第 8回は実験室を利用した味覚
実験を実施した。第 1回から第 7回までは本学
教員が講座講師を務めたが，第 8回は，2名の講
師の内，1名は外部講師とした。幅広い講座内容
とするためには，外部講師による講座も有効であ
ると考えられる。
　本学で開催した全ての食育講座は，学科連携に
より実施することから，表 1に示した通り，食

物栄養学科と保育学科の教職員及び学生ボラン
ティアが参加をしている。調理実習を実施してい
た回は，必然的に食物栄養学科の教員及び学生ボ
ランティア数が多くなっていたが，講座内容を見
直すことで，学科間の人的負担は是正される傾向
がみられる。学生ボランティアの活動もそれぞれ
の学科の特色を活かして地域の方々と触れ合う機
会となっており，学生への貴重な教育の機会と
なっている。しかしながら，参加する本学教職員
の負担感や特定教員への依存度は，未だ適切な状
態であるとは言い難く，改善を検討しなければな
らない。そこで，これまでの学科連携による食育
講座の開催において，企画から運営までの一連の
流れにおける連携度を自己評価するため，連携尺
度のキーワードを既報 2,3) から選抜し，表 2に示
した評価表を作成して自己評価を実施した。現状
の学科連携において，お互いの報告や内容の把握
は，必要に応じてある程度なされている。しかし，
食育講座の企画において，知識や情報の収集及び
提案については，食物栄養学科の教員への依存度
が高いとみられる。協力の要請については，各教
員の専門性を踏まえて要請し，要請されている相
互関係は，ある程度成り立っているといえる。会
議あるいは講座当日の参加についても，おおむね
問題なく，食育講座の開催に関する情報発信も地
域の協力を得て改善され，第 7回よりも第 8回
の参加者が増加した。資料・情報の管理について
は，第7回に大きく改善され，担当者が入れ替わっ
たとしても，詳細な情報が確認できる管理体制が
整えられたため，継続的に資料を管理していくこ
とが求められている。
　以上より，食育講座の企画，運営における学科
連携について，自己評価結果が低いものは，知識
や情報の収集及び提案の項目といえる。平成 30
年度より，本学の二学科は共に3つのポリシーに，
「食」もしくは「食育」が示され，これらは本学
の重要な特色のひとつとなる。二学科それぞれの
立場や専門性を発揮できる食育講座を企画するた
めに，個々の教員が知識や情報を収集して具体案
を提案できる力量を身に付けることが課題である
と考えられた。外的・内的要因にて，本学の食育
講座は，徐々にその開催形態を変化させてきたが，
今後も地域からの要望を十分に把握し，幅広い年
代を対象にした食育を推進することで，地域に貢
献していかなければならない。さらに，学科連携



－ 69－

澤辺、鈴木、猪上：学科連携活動による地域貢献としての食育講座の変遷

推進員会の趣旨を鑑みると食育講座の企画及び運
営にとどまらない活動が求められており，連携の
熟成度を高める思索が必要である。

 ４．まとめ

　平成 21年秋，食物栄養学科と保育学科の二学
科の連携組織として，学科連携推進委員会が新設
された。本委員会の活動である食育講座開催の
企画及び運営について，本資料では，第 1回か
ら第 8回までの取組み等を示し，学科連携の現
状を自己評価した。表 1に示した通り，第 1回
から第 6回までの食育講座は，食育月間である 6
月に親子を対象に開催した。このうち，第 5回
および第 6回は，開催時間を午後とし，おやつ
作りの調理実習に変更した。第7回及び第8回は，
開催時期を 9月に変更し，地域からの要望を踏
まえて，大人を対象とした講座内容とした。講座
内容の見直しにて，学科間の負担は是正される傾
向がみられたが，本学教職員の負担感や特定教員
への依存度は，適切な状態であるとは言い難いの
が現状である。さらなる改善を図るため，学科連
携の現状を自己評価した結果，個々の教員が知識
や情報を収集して具体案を提案する能力が不足し
ていることが課題であると考えられた。外的・内
的要因にて，本学の食育講座は，徐々にその開催
形態を変化させてきたが，「食」もしくは「食育」
は本学の重要な特色のひとつであり，今後も地域
からの要望を十分に把握し，幅広い年代を対象に
した食育を推進することで，地域に貢献していか
なければならない。さらに，学科連携推進員会の
趣旨を鑑みると食育講座の企画・運営にとどまら
ない活動が求められており，連携の熟成度を高め
る思索が必要である。
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